
（１）採用と退職の状況

（２）職員数の状況

２．職員の給与の状況
（１）人件費の状況（普通会計決算）

※人件費には特別職に支給される給料報酬などを含みます。

平成31年度　国東市の人事行政の運営等の状況について公表します

　地方公務員法(昭和25年法律第261号)第58条の2及び国東市人事行政の運営等の状況の公表
に関する条例(国東市条例第39号)の規定に基づき、平成31年度の国東市人事行政の運営等の
状況について公表します。

１．職員の任免及び職員数に関する状況
単位：人

定 年 勧 奨 その他 計

 平成31年4月2日～
令和2年3月31日1

区　分 採 用
退　職

― ―

―

令和2年4月1日 ３２ ― ―

平成31年4月1日 ３５ ― ―

１７ ２ 

―

７ ２４ ４３ 

単位：人

平成31年度、令和元年度 令和2年度

議　　会 ４   ４   ０   

総　　務 ９０   ８７   ▲ ３   

税　　務 ２５   ２２   ▲ ３   

労　　働 １   １   ０   

農林水産 ３２   ３１   ▲ １   

商　　工 １１   １１   ０   

土　　木 ２８   ３１   ３   

民　　生 ６３   ６１   ▲ ２   

衛　　生 ２２   ２３   １   

小　　計 ２７６   ２７１   ▲ ５   

教　　育 ５９   ５６   ▲ ３   

警　　察 ０   ０   ０   

消　　防 ８９   ８９   ０   

小　　計 １４８   １４５   ▲ ３   

病　　院 ２６０   ２６５   ５   

水　　道 ８   ８   ０   

交　　通 ０   ０   ０   

下 水 道 ９   ９   ０   

そ の 他 ３６   ３６   ０   

小　　計 ３１３   ３１８   ５   

総　合　計 ▲ ３   ７３４   ７３７   
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単位：千円

区分
住民基本台帳人口
(令和2年3月31日)

歳出額(A) 実質収支 人件費(B)
人件費率
(B/A)

31年度 ２７,５１５人 ２３,２３７,４３４ ４２９,５５２ ３,７９８,５２２ １６.３％ 

単位：千円

給料 職員手当 期末･勤勉手当 計(B)

2年度 ４３１人 １,７４６,１６０ ３００,１６７ ７１７,７０１ ２,７６４,０２８ ６,４１３ 

給与費 一人当たりの

給与費(B/A)職員数(A)区分



（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

※１ 職員手当には退職手当を含みません。

※２ 給与費は当初予算に計上された額であるため、令和2年4月1日現在の実職員数とは一致しません。

（３）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(令和2年4月1日現在)

※「平均給料月額」とは、令和2年4月1日現在における各種職ごとの職員の基本給の平均です。

（４）職員の初任給の状況(令和2年4月1日現在)

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(令和2年4月1日現在)

（６）一般行政職の級別職員数の状況(令和2年4月1日現在)

※国東市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

※「標準的な職務内容」とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

（７）職員の手当の状況
１．期末手当･勤勉手当(令和2年4月1日現在)

※加算措置の状況：職制上の段階、職務の級等による加算措置有。

単位：千円

給料 職員手当 期末･勤勉手当 計(B)

2年度 ４３１人 １,７４６,１６０ ３００,１６７ ７１７,７０１ ２,７６４,０２８ ６,４１３ 

給与費 一人当たりの

給与費(B/A)職員数(A)区分

区　分 平均年齢(歳) 平均給料月額(円) 平均給与月額(円)

 一般行政職 ４３.０８ ３３２,４３５ ３８９,３３４ 

 技術労務職 ５８.８７ ３４０,６５５ ３５２,５８８ 

 教育職(幼稚園教諭) ３７.８５ ３０１,８２５ ３１５,０００ 

初任給(円) 2年後の給料(円)

大学卒 １８８,７００ １９８,４００ 

高校卒 １５４,９００ １６４,７００ 
一般行政職

区分

１０年～１５年 １５年～２０年 ２０年～２５年

大学卒 ２７７,５００ ３３９,３８９ ３７０,７５０ 

高校卒 ２３５,７５０ ２９６,４００ ３３９,１８３ 

区分

一般行政職

経験年数(円)

区分 標準的な職務内容 職員数(人) 構成比(％)

１級  主事 ２４ ８.９ 

２級  主任 ２８ １０.４ 

３級  主査 ２３ ８.６ 

４級  副主幹･係長 ５４ ２０.１ 

５級  主幹 ９４ ３４.９ 

６級  課長･参事･課長補佐 １３ ４.８ 

７級  課長･参事 ３３ １２.３ 

支給率 期末手当 勤勉手当

１６月期 １.３月分 ０.９５０月分 

１２月期 １.３月分 ０.９５０月分 

計 ２.６月分 １.９０月分 



２．退職手当(令和2年4月1日現在)

※その他の加算措置：定年前早期退職特例措置(2～45％)

３．特殊勤務手当(令和2年4月1日現在)

支給率 自己都合 定年･応募認定

勤続20年 １９.６６９５月分 ２４.５８６８７５月分 

勤続25年 ２８.０３９５月分 ３３.２７０７５月分 

勤続35年 ３９.７５７５月分 ４７.７０９月分 

最高限度 ４７.７０９月分 ４７.７０９月分 

職員に対する支給単価

 ７００円/日

 ６００円/日

 ３,０００円/月

 ２,０００円/回

 ４,０００円/月
 (月の１/２以下の場合は２,０００円)

 １,５００円/月

 ４，０００円/月

 １,０００円/月

 １,５００円/月

１，６８０円/日

 直接分娩に携わった助産師  ３００円/回

 医療･研究に従事する医師  給料月額の２０％

 市民病院に勤務する医師  給料月額の１４％(１１万円以内)

 各医長として従事する医師(在職２年未満)  給料月額の２％

 各医長として従事する医師(在職２年以上)  給料月額の３％

 各部長として従事する医師(在職５年未満)  給料月額の６％(７.５万円以内)

 各部長として従事する医師(在職５年以上)  給料月額の８％(７.５万円以内)

 入院患者の主治医(一般病床の患者の場合)  ２００円/日/人

 入院患者の主治医
 (回復期リハビリ病床の患者の場合)

 １００円/日/人

 時間外救急患者の診療業務に従事した者  ５００円/回/人

 救急患者の診療業務に従事した者
 (救急車搬送の患者の場合)

 １,０００円/回/人

 救急患者の診療業務に従事した者
 (救急診療を経た入院措置の患者の場合)

 ３,０００円/回/人

 手術に従事した医師・助手のうち管理職  手術点数の５％(5,000点以上の手術)

 手術に従事した医師  手術点数の２％(5,000点以上の手術)

 手術に従事した助手  手術点数の１％(5,000点以上の手術)

 全身麻酔に従事した医師  麻酔点数の２％

 看護師･准看護師において深夜勤務を２時間以上含む場合  ３,１００円/回

 看護師･准看護師において深夜勤務を４時間以上含む場合  ３,３００円/回

 看護師･准看護師において深夜勤務を７時間以上含む場合  ７,２００円/回

 死体処理に従事した者  １,０００円/回

 手術･内視鏡に従事する当番の職員  １,０００円/日

資格手当：（認定看護師、介護福祉士等）  １５，０００円/月

資格手当：（介護職員初任者研修）  ３，０００円/月

 在宅結核患者又は疑いのある患者の家庭に訪問指導する場合

 死体処理作業(市民病院除く。)

内　容

 感染症防疫作業

 精神疾患者護送等の従事する職員に危害を受ける恐れがある場合

 ごみ及びし尿処理業務に従事する者

 消防業務(救急救命士を除く。)

 消防業務(救急救命士)

 福祉事務所において生活保護を担当する者

市
民
病
院
職
員
に
関
す
る
も
の

 市税等の賦課徴収に従事する者

 緊急消防援助隊の業務



４．その他の手当(令和2年4月1日現在)

５．特別職の報酬等の状況(令和2年4月1日現在)

手　当 内容及び支給単価

　○　配偶者 ： ６，５００円

　○　配偶者以外の扶養親族 ：　(子)１０,０００円/人　(父母等)６，５００円/人

　○　配偶者を欠く職員の扶養親族のうち1人目

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ：　(子)１０，０００円/人　(父母等)６，５００円/人

　○　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子 ： 加算額５,５００円/人

　○　持ち家 ： ３,０００円（新築又は購入の日から起算して5年間は１,５００円加算）

　　　※但し市外居住者（消防職員で姫島村に居住している者を除く）を除く

　○　借家・借間

　　　・　家賃額が月額２３,０００円以下の場合 ： 家賃額－１２,０００円

　　　・　家賃額が月額２３,０００円を超え月額５５,０００円以下の場合

　　　　　　　　　　　　　：　（家賃額－２３,０００円）×１/２＋１１,０００円

　　　・　家賃額が月額５５,０００円を超える場合 ： ２７,０００円

　○　交通機関等利用者 ： 全額支給（限度額５５,０００円）

　○　交通用具使用者 ： 交通用具使用距離に応じて　１，０００円～２４,１００円

　【市民病院】

　○　病院長 ： 給料月額の２０％（上限１６万円）
　　　　　　　　　　　　　　　　※ただし、事業管理者が病院長を兼ねた場合支給無

　○　副院長（医師） ： 給料月額の１５％（上限１２万円）

　○　事務長・看護部長 ： ５５，０００円

　○　副診療部長・看護副部長 ： ４５,０００円

　○　その他の管理職 ： ３５,０００円

　【市民病院以外】

　○　課長 ： ５０,０００円（７級）、３５，０００円（６級）

　○　参事 ： ２０,０００円

　命令により正規の勤務時間外に勤務した場合に
　勤務１時間あたり給料額の１００分の１２５～１７５を乗じた額

　休日等において、正規の勤務時間中に勤務時間に対し、
　勤務１時間あたり給料額１００分の１３５を乗じた額

　正規の勤務時間として、２２時～翌５時まで勤務した時間に対し、
　勤務１時間あたりの給料額に１００分の２５を乗じた額

　○　一般職員 ： ４,２００円（５時間未満の場合は２,１００円）

　○　病院職員 ： 医師（主直）　３６,０００円

　○　病院職員 ： 医師（副直）　１０,０００円

　　　　　　　　　　 放射線技師・臨床検査技師　６，１００円

　　　　　　　　　　 その他 　７,４００円

単身赴任手当 　定額　３０,０００円（距離区分に応じて、８,０００円～７０,０００円を加算）

宿日直手当

扶養手当

管理職手当

通勤手当

住居手当

夜間勤務手当

休日勤務手当

時間外勤務手当

給料月額等

市　長 　　８１４,０００円　（１５％減額後　６９１,９００円）

副市長 　　６５７,０００円　（　７％減額後　６１１,０１０円）

教育長 　　５７５,０００円　（　７％減額後　５３４,７５０円）

議　長 　　３９０,０００円

副議長 　　３４０,０００円

議　員 　　３２０,０００円

　　　６月期　１.７月分

　　１２月期　１.７月分
　　　　計　　 ３.４月分

　　　６月期　１.７月分

　　１２月期　１.７月分
　　　　計　　 ３.４月分

市　長 　　任期毎　１６,２８０,０００円（＝８１４,０００円×５００/１００×勤務年数）

副市長 　　任期毎　　７,６２１,２００円（＝６５７,０００円×２９０/１００×勤務年数）

区分

退職手当

期末手当

市　長
副市長

議　長
副議長
議　員

給料

報酬



３．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
（１）勤務時間等の状況

※職場や職種によっては上記と異なります。

（２）休暇等の状況

※取得状況は、平成31年4月1日～令和2年3月31日の年度での状況です。

４．職員の分限及び懲戒処分の状況

※平成31年度の処分状況です。

５．職員の服務の状況

※平成31年度の許可状況です。

６．職員の研修の状況

※平成31年度の職員研修実施状況です。

７．職員の福祉及び利益の保護の状況
（１）健康管理事業等の状況

※平成31年度の受診状況です。

勤務を要する日 　国民の祝日、１２月２９日から翌年１月３日迄を除く、月曜日から金曜日

１日当たりの勤務時間 　８時３０分から１７時（休憩時間　１２時１５分から１３時を除く。）の７時間４５分

１週間当たりの勤務時間 　３８時間４５分

週休日 　土曜日、日曜日

休　日 　国民の休日に関する法律（休日法）による日及び１２月２９日から翌１月３日までの日

種　類 概　　　　　要 取得状況

　年度により２０日付与。
　２０日を越えない範囲内の残日数を翌年度に繰り越せる。

　職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、勤務しないことが

　医師の診断書よりやむを得ないと認められる場合に必要最小限の期間。

　（１８０日以内）

　介護を最低２週間以上必要とし、継続する状態ごとに６月の期間内。
　（無給休暇）

育児休業 　子が３歳に達する日までの期間。 １４人 

　職員が任命金者の承認を得て登録された職員団体の業務又は活動に従事する場合。
　（無給休暇）

年次有給休暇 ９.３日/年 

組合休業 ０人 

介護休暇

病気休暇 ４８人 

０人 

免職 降任 降給 休職 計 免職 停職 減給 戒告 訓告等 計

０ ０ ０ ４ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

懲戒処分(件)分限処分(件)

区分 許可件数(件) 主な許可内容

営利企業等の従事 ７７ 各種選挙投票管理者及び開票管理者/統計調査事務他

研修名 受講者数 内　容

自己啓発 全職員 　通信教育や自主的な研究グループの育成等の積極的な取組みを促進。

　部、課単位において、人権同和研修、業務における研修等、職場相互で行う、
　日常的な場面における指導、助言を促進。

　大分県、大分県自治人材育成センター・市町村アカデミーなどの各種研修機関や
　教育機関の協力を仰ぎながら、より実践的・効率的な研修に努める。

１７３人 

全職員

職場外研修

職場内研修

項　目 受診者数(人) 内　容

定期健康診断 ７３４ 大分県市町村職員共済組合（A,Cコース）



（２）公務災害等の発生状況

※平成31年度の発生状況です。

（３）職員互助会の運営状況

※平成31年度の運営状況です。

８．公平委員会の業務の状況

※平成31年度の状況です。

項目

対象 公務災害 通勤災害

公務災害等

内訳(件)
認定件数(件)

５ ０ ５ 

団体名 会員数(人) 決算額(千円) 市負担金(千円) 主な事業

 職員互助会 ４１２ ６,４４５ ２,４７２ 福利厚生事業・給付事業

 消防職員互助会 ８８ ２,１３７ ５２８ 福利厚生事業・給付事業

 市民病院職員互助会 ３１４ ３,６６９ ０ 福利厚生事業・給付事業

区分 件数

 勤務条件に関する措置の要求 ０件 

 不利益処分に関する不服申立て ０件 

 苦情の処理 ０件 


